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1840年代ミ田尻宰判の経済計算(2)
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5 . 1 出来高と儲高

m m j が非農業と等義であるととは , すでに述べた。 産業勘定k i は,りれら非農業の産品出来 

高, および各職稀儲高または所得が銀目で計上されてぃを。 なかに若干 r 物産J ロ農産物が計上さ

れていることもあるが(yiとえt群5品作物〉，これを物産勘定に移したことも上.述とおりである。
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I•三田学会雑誌j 68卷10号 （1975年10月）

ま 1 3は新由村の摩業（勘定） 覽表である。冒頭の製塩高は出来高表示でをる。それ以下の請業

種, 諸品目は表示のとおりすベて儲高で計上されている。 0■農業之問合J ) 塩狐編み, および「綿替J

木綿織については，それぞれ出来高（物量）が記載されているが，それ>こ元薬，元綿引残りの儲高，

あるいは付カロ価値単価を乗じて，純生産ないし所得が計上されている。

元藥についズほ.( S 旧巧では) ，「半分持合せ，半分買足J 'で計算することを原則ケした模様で，新

由村の例でいうと， 特合せ元藥代50 0：̂がなお出来高2 貫目のなかにこみになっている摸!定だ

ら，.IE味儲高は1 .5 貫となる。 しかしながら，他方の物産勘定のどこにも元靈の売却代銀が計上さ

れていない。これはおかしなことで， 灶樓が合わない。 「半分持合せ，半分買足J は,この際の言十

資規則であってあまり真剣に取りあう必要もないようにおもわれる。また金寧も小さく，そもそも

物産代銀に藥代銀は算入していないのであるから，産業勘定計上の儲高をもって"純生産"とみな

しても差し障りはないと考えられる。大繩，小邮についても同赞もる。 ，

綿替えほ「着料木綿をま給するため, 綿を仕入れて農閑期や夜業に木綿を禅り，ま給以外を売ゥ

てその加工貧をま家用の原綿代に替える手内職」（『研究要覧■s P .rz 6 )を意味する。' 山ロ宰料德目町，

注進案によれぱ「綿作は不仕，着料は綿替と申，譬ハ拾反分之綿を買，七反之木綿ュチ代銀に宛て，

織手間之代三反程ハ着料二相成」とある。の ち （§ 6. 2) に見るように， 三旧尻乎均の1 戸あたり木

綿織出高は11反であるから,， うち3. 7 反がg 家消費に向け•られたとすれば,かつまたとれは消費

支出に計上されていないどしたら，それを消費支出に加算しなければならなV、。

塩Vこついては§5. 3 で詳説するので， ここではごく筒単に他れるにとどめる。塩は産業勘定では

出来高表示されているけれども，三田尻では生産コストが村括り勘定に（銀支出として）計上されて

いる。新田村の場合，それは20 8貫に達し， 売上高 282貫の 73. 6% に達している。なお塩の売価

は, 他の 3 衬では1 右あたり13. 4 に統一されているが，新 田 村 だ け は 9 ；̂とa  5 焚低い。こ

，れが品質格差であるかどうかはわからない。むしろ村役人の見積りがやや低かりたためというのが

真相かもしれない。生産コストの内訳，ならびに所得分配については, >  とで、くわしく検討するの

で, ここではとりあえず（注進案記載どおゥの）出来高から生廣コストを除いた，“ 純生座" ベ"-スで
»

製塩高を加算していることを記すにとどめる。 ’ ，：

表 >13やそのはか注意すべき点は， ま注の形で述べてあるのでくりかえさない。ただ職人につい
- .

て r内外信g高J とあるのほ，村の内外の意味であろうこと，また所収全項目ついて「年分J つまり 

1 年間，‘または1 年乎均の注記があるのを省いたことを付言しておきたい。

ま示を順に追って読むと，商 業 （冒职の問屋，小間嵐は別格として,質屋から小]̂认ま :で) ，職人(大エか 

らf化庆屋まて* ) , ついて，娼船，製墙労働（所得) ，その他という順序力配列されていることが分かる。 . 

また塩旧村であるから当然だが, 翦塩関係の廣藥の多いとみが眼につく。塩問屋> :塩売(小商人に食 

まれる〉, 廻船, ) H子，浜'子, 寄せ跡突女, 塞鼓，そして松葉 i製塩燃科) など,がそれである◊なお大
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1.550.
.408

525.：822

282.22(3'^ 
13.950 
30.-360 

3 レ? 90 
. 2 . 0 0 0

10.800

塩 ポ 14枚 )<a,557：(:ン 枚 =  2 1 ,7 9 8 7 ^ ,単 |肌 2 .9か /；(こす 

大 |1!1屋 3料 X 4 .6 5 (m (l: l銭 儲 高 え 内 諸 雑 用 引 残 ）

小問屋12制:X2.530TI ( 同 上 ） 
iUilii 屋 1 ( 同 上 )
農業之問合JiS；[お描1!ミ37,500枚 ,，30枚 1 把，ユ把2 み 

( 冗i i ♦ 分持Wせ半分j：ダ足之代;Uscioれ01残り）
綿せ木綿織り；し|^^3,600反 ( 元綿引跋り）反別3 か 

質屋 1*1ホ儲高（il:入 銀 引 り ）

輕がi M r軒儲高 ( 同 上 )

油M l料儲高（同 上 ）
擴物屋4 軒嫌 5ぐ ( 同上〉坪し 1 貫100み 

'お物八I f屋 2 i|i|:儲 ( 同上) 押し 1 货300;iy 

酒屋 1 軒儲高（同 上 ）
手屋 2 軒儲高 ( 同上)、おん 1 j!j；目 ：

小商人123軒儲商（同上）押し320み 

ま大US人,船火；D 人,内外お搞(往 が i残り) ず化900̂ 5̂  
抓大:P 人, 徽大；0 人，内外儲高( 同上) , 坪し700タ 

Mrh e 人内外儲高( 间上) ,押し 1 iれ00タ ，
左官 3 人め外儲高（同上）押し700み '
竹かご細:E 2人内外儲高（同上)押し600み 

.屋根制7 人Iめ外儲高( 同上)押し400匆_

仕立屋1 軒内外儲高 (同 上 ） ,
紐M 2 軒内外儲高（同上）押し 1 貫目 

碰灰屋5 軒内外儲高（同上) 押し300み 

廻船300お被〜210お積4彼(附モ恩銀睡雑用諸入躯I残り〉 

押し2；[1け00タ宛りし丹|より石1̂溜剑第 -- ,冬春は御速送米觀11) 
廻船1恥石稍 1 艘 （同 上 ）

姻 積 〜 60お截7艘 (ガ々小廻り)儲高坪し1賞200み 

翻船50石積〜15石積 6 艘 (，同上)儲商坪し480タ . 

-WKllOMX 630み(塩格速びポ水眼冬海入教砂積取等）
子13 人 X300 み V ■

浜-子I 6人X625み (原資料では13人) ‘
を其外旧灌オim 人 , 240タ位〜4(30制 ^ を坪U 5 0み 

:袖せ跡突女儲(軸 ijso文銭280 目がt,利n!/銀1如こ付100文）

盡焚28人，凡1 5 0 位め货金，押し600み 

鲍どぢやう取タ( H 人X500み
松 集 凡 2,500荷 X I 乂 よ り 取 越 荷 ） ■■

ホ秋両度! } 不飼者のUI数凡95llfr(キ馬買足,触揪仕替引残り） 

御大名様方人馬後米銀儲之方掠量{内1货220如 ±米収)
御来，出し耿货米4 石• 7 外 7 勺 7 オ 

計 Cただし製塩コスト207,5貧を除く）

(り製塩コスト 207.5質を含む粗座-出 

高, 純尘Jき高は74.5 貫

( 2 ) 肴制越12人，織 78人 茶 煙 草  

売24軒, 挪 度 7 軒 *X不明2 軒 ？〉

( 3 ) [まかにr船廻り方順相r■.浦不同す/ 

之候得共J というコメントがある。

( 4 ) 新W村所属の檢浪は14枚であるが, 
' こ こ で は ^古浜^(|入川淚39枚分」

がf|•上されている。横入川は̂ |̂内の 
小 （宇）名である'

3 (物 ）

T O ,け ！ i m

1840̂ 年代さ由尻宰判の経律計算《の
, - - "  一 L

mi屋，小間屋は問屋ロ所在の塩問屋であろうとおもわれる。大問屋は北国ぺ0 塩販売を行うものを

意味し, 小間屋ぱS 国，ないし肩辺べの撒/、をもっぱらにV t v 、ナことい: れる。
.  ̂ < . . . . . .  '

, ■ .パ， '

表 1 3 薪も村ま業所得

ィ\：；銀 u!r) 品ほまたは業秘• 数量またはiU数および押し儲高

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0

(

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
- 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
. 

0
 

0
 

0
 

0
 

6

.

5
 

o
' 

0
 

9

0
 

0
 

g
 

o
 

o
 2 

<
P

 

6
 

o
 

o
 
o
. 

o
 

o
 

0

-

0 

0
 

o
 

o
 

0

.

0 

8
 

o
 

o
 

o
 

o
. 

3

.

0 

o
, 5 

o 

5
 

1
 

2
 

4
 

f
i
- 

5
 

o
 

3
 

.
4 

1

•
 

6
 

1

,

2

-

8
 

9
 

,
0 

5
 

8
 

. 

8

. 

4
 

,

8
 

3
 

*
9 

o

' 

4
 

7
. 

8
 

o
 

5
 

OC

•
• 

. 

• 

- 

# 

• 

• 

. 

-
• 

'4 

* 

. 

* 

• 

- 

• 

• 

. 

• 

• 

• 

♦ 

•
• 

參

.，• 

. 

« 
參.

.
• 

« 

,
♦ 

- 

• 

.
4

1

-

2
 

1
 

4

' 

2
 

. 

4
 

2
 

9
 

5
 

2
 

6
 

2
 

1
 

2
 

2
 

1
 

o
 

1

8

 

2
 

6
 

3
 

o
 

5
- 

8
 

6
 

2
 

2
 

C<

 

• 

3
 

1

•
 

1

1

 

i



「三田学会雑誌J 68巻10号 （m s年10月）

5 * 2 業種別集計と職業別戸数

虚業所得の糖別，あるいゆ業種は，ニ田尻の場合とくにぜ多であるから，これを適切に分轉集許 

するのは容易でない。同一^業辅でも，村役人の表現，用語が異なることも，しばしぱである。ここで 

は, 村民の勤労所得, もるいは资業所得を推!]するという^^^らいもあゥて，表 W め表頭のとおり， 

1 1 業辅に分類した。ただし, 製塩, 海蓮，V —ビスなどには，"利潤" もしくは "業主9?得"を許  

上し, 浜子 ♦盖焚, 例子, 療売り， 浜日用，寄せ跡突女等は, それぞれ職人儲， 日用挣等に含め 

てある。 したがって， ま 1 4は "国民経済計算，，における生産（または堯生) ペースの"産業別純生

産，，まとい5 よりは，むしろ分配関係を考慮した表ポになっている（なお, r日用撒J で儲高が年間
- .. '

額セ浜子.. 签焚に近いか, あるいはそれ以上のもの一500な以上のものは， 日用持でほなベ職人儲に算入し 

.だ)。ン . . -  . .

したがって， ま 1 4下段の業種別所得額， およびその構成比を見る場合には，以上のととを金頭 

においておく必耍がある次でくわしく述べるように,製塩業で発生した所得ははぽ2, 400貫余に 

達し, 塩孤, 海運など■ 連所得を加えれぱ，2,80 0 貫近く tこなり, 斯業は三田尻の（井農)中心産業 

であったわけだが，それは表1 4には明示されていない（上で海運を関連業糖としたのは,大小の廻船は 

北九州からの石炭輸教および塩田入替砂運び等がそのま業務であったからである。 またそういうことでもれ 

ば，商業のなかにも塩問屋等関連部分が相当舍まれているわけだが, とれはさしあたり数え上げなかった。 

職人のうち大工，左官等々にりいでも同様である）。

通例の表示形式によらず，上のような表示形式を選んだ^^ははかでもない。三田尻宰判における 

所得稼得，とくに兼業, 副業， るぃは余業による所得稼傳の状況を把握レたいとぃう意闻にもと 

づいている。

このように広沉な副業，もしくは兼業の存在は，隣接の上関宰判でも認められるととろであり， 

gmith〔1969〕は上関•注進案によって農，非農所得の相対比45 : 55を推計し，兼業が工業化树期に 

果たした投割について, われわれの注意を喚尊した。

:同様の現象は，つとに梅村〔1962〕が 「甲碧国人別調J ひ879) によって指摘し, また中村ひ97!) 

も府県統計書J によって各地にそのような兼業が存在することを見出した。 ；

三田尻における廣，非農所得比は，すでに得られたととろからして（ま9 と表I4),  52.か 47, 2 で 

.ある。Sm ithの上関の比率よりは非戲業の比重がやや小さいけれども，しかt ちりうぺ孝データ， 

推計上の誤差を勘定に•入れれぱ， はぽ等し'<、とみるべきでもろうふまた後述のように（§6‘2〉, 力、 

れにならってサービス業所得を加算袖計すると，上関のi：匕率に近い値が得られる。それはそれとし 

て, いま大雑把にいうなら2 宰判とも50 : SOという平均値になる。、そレて，とれはI 885年頃の比 

率 （大j l i〔1抓0 )  J■こも等しい。 ，

上関もさ旧尻も，ともに瀬戸内航路上の要所を占め，屈指の港町であった力、ら，そこの都市化，
. ， . > . ■

’ ■’丁一 4 (710) 一"*一'
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「三由学会雑誌 j 68巻10号 （1975年10月）

産業化は当然のとがもしれない。 事実， 掩本ひ975〕り防長全宰利にわたる暫定推計によれぱー 

一産業所得推評が注進案記載数字の-単純集計であり, 必妻な調盤が加え,られていないという意味で 

r暫索J であるが，農 • 非農所得比は64.6: 35 .4 である。 したがって, ゴ旧尻，上関の産業化はよ 

り進んだ"段階，, にあったといえよう。だだしここで問題は"段階，，にもるのであって，農家兼業 

とい〉形で産業化がなされるということは，画然とした如艮段階を区切るのがむずかしいことを意 

味しているからである。

そ れ が 梅 村 ， 中 村 の 考 え ，て い る よ う に 「な し 崩 し J 発 展 と し て わ が 国 に 独 特 な も め で も る 力 、， そ

れとも Sm ithのいうように他国で.も工業化前夜にJli：く認められるべき ( これi で見過されダいデことこ
. . .  ■ . ，. .

ろ0 ) 現 象 で る か ， に わ か に は 定 め が た い も の が あ る 。 さ し あ た り こ と で は ， 以 上 9 よ う な 意 味  

合 い で 兼 業 の 重 要 き に 注 目 し ， そ の 量 的 比 重 を お き ら か に す る た め ， 表 1 4が 作 ら れ た こ と を 断 •：> 

て お き た い 。 ■

もちろん兼業と専-業との仕訳m t , 表 M の場合でも任意的にならざるを得ないところがあるの’ 

だが，所揭の;^綿識，日用持，および林産，葉加：E , 陸運，耕貧は農間の余業,または副業として 

数え上げても，おとがらも異譲がないものであろう。これらの合計は1 ,689貫, 産業所得の35‘

また農業所得（表9 : 5, 329貫) の 31.1% に達する6 他に, 職A輝, 商業にも， どれだけかをはゥき 

りいうことは困難でちるが，相当額の兼業所得力，、含まれていることは確かである(なぉ農家兼养聯等 

比にクいては, . §5.4 の別途推fi*を参照のこと）。

を進案にあっては， 他に, 職業別の戸数分布が得られる。表 I5 はそれを集計した結果でる。 

ただし， この職業別統Etの末尾には， 「右孰茂最業二相添梓候事」（三旧尻村〉，「右之内兼商売多く 

或は農藥等相添掉侯部も御座候!? J .(宮市町) , 「右七廉農業ュ相滅持侯I?」（浜方) ，「右四Mg農寒相添 

掉條煞J (上お由村）といったfe•書きが与えられており, 広î Lな兼業が裏書きされた形になゥている<v 

し た が て ，表 1 5の， • 非農家比率をそのまま鶴吞みにすをのは適当でな、,(Smith C1969：J が,こ 

れと農. 非農所得比とをっき合せ, 農 • 非農生産性の格差として與常な値を得たのも当然' る〉。，

まず第一 ^に， 表 1 5は 戸 数 分 布 を 与 え る も の で あ っ て ， 就 業 人 口 の 分 布 で は な い 。 第 二 に 被 差 训
■ . . . .  -.， パ

民 は と 0 統 計 で は 除 外 さ れ て い る 。 そ の た め に ， 戸 数 は 表 5 記 載 の 数 字 よ り 小 さ い （全体の戸数はま 
-' -■ ：. .，'., ，

1 5 U ) , (3》の合計である，7 ,6 4 2 戸であり，約 3 0 0 戸はどま5 より.少ない) C 第三 ^̂こ僧社人，宮番 * 土き番,

地下医などとその家族, 9 6 0 人が含まれていない（ただしSmithはこれらをサービス業に算入し't いるん

し た が っ て ， こ の 職 業 分 :/ffは い っ て み れ ぱ 参 考 表 と し て 見 る に と ど み て お く の が よ い と 考 え ら れ

る。ま 1 5 では, 町村別の職業構成 ( そのなかには1 軒で2 度，あるいは3族数えられているものもあるか

もしれないのだが) を眺めやすいよう, ，(1)さ田尻, 赏市町，（2他田村 , および(3)農ホf (ただし舆田村も

合む)に地域をく くった。 また業軸はま侧のとおりに分類した。 とり分類は必ず‘しも表I4 め分類

に- -政しない。•もっと正確にいえぱ, 致さ'せさととは不对能である。たとえぱボ主み;!盒田主，浜

6(712)
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1840年代ち旧尻宰判の経済計算(2) 

表 1 5 後業別戸数分布 (単位：•戸， %)

職 業 (1) 三田尻•宫市両町 (2) ik 田 村 (3 )農 村 C(2)を含む:!

A 農 人 0戸 0 % 430户- 20‘92% 4,039戸 60‘07%
F 漁 人 0 0 35 1；70 35 0.52
M 職  人 128 13.94 197 9.59 517 7 .69

大 ン エ 44 4.79 74. 3.60 181 : 2.69
锻 冶 7 0.76 22 1.07 46 0.68
袖 屋 12 1.31 9 0.44 32 0.48

: 屋 根 師 1 0.11 38 1.85 88 1.31
左 ■官 7 0*76 11 . 0 . 5 4 21 0.31
そ め 他 57 6*21 43 2.09 149 2.22

N そめ他製造 5 6.54 201 9.78 209 3.11
，浜 , 職 5 0.54 195 9.49 . 200 2.97
油 屋 0 0 2 0；10 3 0.04
酒 ，蠻 油 屋 0 0 4 0.1も 6 0.09 '

C 商 業 . 518 56.43 291 14.16 587 8.73
質 屋 0 0 6 Q.29 6 0,09
矣 米 •糖 屋 0 0 a 0.39 8 0.12
間 屋 0 0 54 2.63 60 0.89
その他商人 72 7.84 145 7.06 274 4.07 ；
小商人. 擔壳 446 48.58 78, 3.80 239 3.55

S サ ー ビ ス 215 23.42 , 6 6 8 32.51 ,815 12.12
日 用 持 215 23.42 602 29.29 749 11.14
遊女屋♦芸子 0 0 57 2.77 57. 0.85
地 . 下 医 0 ひ 1 0.05 X 0.01
髮 錯 0 0 8 0.39 8 0.12

I 蓮 . 翰 37 4.03 110 5.35 377 5.61
船 乗 15 1.63 110 5,35 367 5.46
馬 方 0 0 0 0 10 0.15
宿 屋 22 レ 2.40 0 0 0 0

Z 維 _ 15 1,63 123 5.99 145 2.16

合 計 918 100.00 2,055 100.00 6,724 ■ 100.00

人ニ塩田.小作という職業はどこにもたてられていないし, 木綿織ぱ女性の内職，余業であって職業
ゃもめ

ではなかったのである。また,職業の内容がはっきりしないもの力Vいく' ^ かある。肅(宮市町に15軒, 

所得6. 9 貫り記載がある）はその最たるものであり（これゆ練に入れた)，中師はプロ *-カーなのか沖仲 

仕なのか分明でない（表 15で.は後者と现解し日用持に含めた)。

僧社人, き番，土手審,さらに在鄉武士  (陪臣 . 足軽，.その他下士）に開して!̂よ, 所得だけでなく， 

消費支出について相處:の考慮を担Tう必要があるが， そのような調整は（もし必要であれば)最終段階 

でとりまとめて行うことにしたい。 て

5 . 3 製塩參の投入，産出構造と加調銀 ：

5 * 3 , 1 ぎ田尻糖の造成

製塩がさ田尻宰半U ,最大のヌi 寒であることは, すでに見たとおり，であんまた塩田が新田村，浪

— 7 {713) ——
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「三田学会雑誌J 68巻10号 (mSiplO月)

図 3 さ田尻塩田の造成図S

方，西浦前ケボ村, 53：泊村め4 か村にあることも再三述べた。注進案記載によれぱ（後出表!6参照), 

以上4 か村所在の塩田数は20 0枚である。 1 枚の地續は原則として1 町 5反である。まれに1 町の 

ものがあり，また1 .7 5 ~ 2町余のものもあるが，もっともふつうの大きさは1 .6 町で,これが基本 

単位である。 したがって，総町数は3ほ町である。

これらはすべて， rひがた®f * ^ j ,すなわちキ拓造成によるものである。図 3 は田鳥を含めた三田 

尻宰判の干拓状況を示す絵図でもるが, 塩田開作としては，その名のとおり古浜がもぅとも古く，

中浜がこれにつぐ。古浜は4 代藩主毛利吉広の造成，中浜は厚狭毛利就久の造成による。前者はい
I _ - ■_

わゆる公儀開作，後者は勤功開作である（勤功開作とは, 藩主より行賞として与えられす';采地に，当該家 

臣が造成したもので，開作後はその本知となる)。 ， ;

古浜はさ由尻大開作と呼ばれる干拓工事によゥて造成されたもので, 当初200町步すべてを新田 

とする計画であったが, 途中より北部を03鳥とし（すなわち新田村レ南部を塩田とした。なお，古 

浜とはとの大開作によって造成された墙田の総称であるが，I8世紀中葉大浜の造成に伴って，被ガ 

を設けた際，はぱ折半して新旧村と浜方に分割したa したがって，注進案に古浜ともるのはその一  ̂

半であり，他の-•*半は新由村♦注進案に計上されている。

続いて鶴浜，江泊浜 < 岸津浜ともいう）の順であるが，との両者も勤功開作による。ただし,造成 

後 （後述のとおり過剰生産のため）溢業不振により荒廃したので，明和年間に（中ポを含めて)いずれも

*----  8 (7 M )------ -
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： 1840年代Hffl尻宰判の経済計算(2》

上地され, 藩撫育局によって造成，または維持されることとなった。

撫青局または撫ま力"ほ， 7 代藩主毛利重就によって設立された特別会計機関の呼称で，宝暦検地 

による増徽分貢租を滅資とし，発足当初 (1763年) の収入規模は2 万石で、あったとぃわれる (r研究 

要覧J P.143)„ 「撫青J とは,いうまでもなく 士民の®窮救済を意味する用語であり,撫育方資金は 

一般会計の赤字補填に流用しなぃ:とぃう原則が設けられてぃた。.資金は新田開発その他，幕 末 に は . 

f越荷方丄のような商業利航機関に投資された6  

したがって，中浜, 鶴浜，江泊掠など, いわゆる勤功開作浜は18世紀中頃以降, 土地開作所(撫 

育局所管)経由で上地され, その貿上資金は撫育方資金に依拠することになったわけであり,かつま 

すこ, 続ぐ三由尻浜‘最大め夫浜, 前ヶ^^はともに撫ま局の造成による, ぃわゆるi s育開作であるから，

総じて三田尻浜の造成.開発はI8世紀の後半期以降， もっぱら藩府の^^成投資によるものセあゥ 

たとV 、ゥてよい©…
* ' • . .

ただし，藩府あるいは撫育‘局は海岸の綺切り提<^築造；I:事に資金を投下し，個々の塩旧下地造成

は経営者ニ浜人, また![よ所有者ニ浜主が出資したと'とが知られてぃる。またこれらぺの貸銀も行わ

れたが, 高利-1!'もって辞退する浜人， {̂̂主もあったと記されてぃる。開作資金については,元禄の三

田尻太開作の記録がもり（児玉piがO ) ) ,それに若干の興味もなくはいが，ことでは触れなぃ。な

お，以上三田尻開作の経緯は , : 『防府市史卞』(〔1957〕PP.88〜9 3 ) ,および兰坂 1：19»44〕によっナこ。 .

前者にはまた採塩技術, 塩取引法等0 記述もあり, 便利である。 ■,

ただし，三田尻浜々高16,784石のうち11,:439,石は所帯方， 2,694石は給値であって，拋言方は

2,651石を、「所有」し,浜半石, 浜石貫艱，石炭運上等-を収納てぃたのであふて,格別三田尻浜全

体をその傘下に置いていたのやはないことに法意したい（なお盤浜を含む新田開発高とそのごの人口増

加の間には密接な正相関のあることが，-^最 〔1968〕によって確認されている)。

5 . 3 . 2 ,注進案による収支計算 ’ .

ま 16’ぱ塩田村4 か村より得られる, 製塩業の収支一覧まである。浜 1 枚あたり出来高1,614石， 

石あたりI3. 3 なで 21 .6貫弱の売i 高になる。浜ユ枚の地積1 .5 町として， 1 町あたりでは，14貫 

330 ：& ほどの！±1来高r なる6 • .

ことに, 伽格は札報，あるいは藩札表示であることが, 明ポされている。注進案記述では正銀,

札銀め区別が明瞭でないがレ塩ffl村 ，注進案で上記出来高価額の表示, ならびに石炭購入に当って, 

正銀，札後間の换覚がなされている©で, すべて札銀表示と考えてよい。正銀への換算率は0,811 

であるから, 道の正銀i i 格は 10.8か / 石という勘定になる。ただし, 防長呼® 内にかんする限り， 

礼銀表示，正'銀表示のいずれであろうとも，te別の間題はなく，他国との比！̂に際して 20お弱の  

割引きを施せぱよいととはいう.ま' もない。 V

— - 9  (7^5) -一" •
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98
519.4
(60.5)

5.3

74
(26.2)

5.3
156

(55,3)

8
34

(45.9)
4.25

31
(37*8)

65
(41.7)

14
21 >798 

1,557 
12.9 
2ぬ

(1》ネ 父 数 （枚)
(2)出 来 高 （石)
ね)ニ (2)/(1》 （石）

《4)単 価 （射 *  
《5)売 上 高 （貫1れ

(6)コスト  ニ (7)+(8)
(6M5)

(7)人件費
(7)/(5)

(8)物件費
(8)/(5)

(9)内石炭代 
V (9)/(8)

(10)純益ニ  (5ト (6)
^ (l(i)/(5)
(11)=(10)/(1)
(1め付加価值* * *  - 

(12)/{5)

(13)村外抱？兵(枚)
{1め加調銀 

(14)/(10)
( 15 ) = ( 14 ) / ( 1 3 ) -
(16)村外支払，金 

(16)/(7)
(17)村外支払傲* * * *  

■ (1?)/(12)

新 田

* 札 銀 表 示 （詳し 'くは本文参照〉 , . „ —
* * 以 下 断 ゎ ら な い 限 リ , 礼雜自貫表ホ。 よた（ 〉内 は 表 ポ

* * *  (12) ニ ほ )一 (8》ニ C?)+(10)
* * * *  (17)=(14)+{16)

なお新田村の単価がやゃ低いが，その理由は不明である。このはか労き，石炭代等，村 は っ て  

ギ干異同があるが，すべて注撞案数値をそめまま用いて集けしてもる。

売上高に対するコスト比率は4 か村乎均で7 0 % ,差益率は30% である。 コス I;中人件費は37. 6 

义 物 件 費 は .62.4% を占める。また物件費中最大の費目は燃料炭で，これは北九州からの檢入がま 

でもる。赋 宰 判 ，のちの宇部産炭も使用されていたが，大部分は北九州炭で,大網船によっれ 

日で搬送が可能であった。物件費内訳は「焼調石炭代」のはか入替砂，網依縫筵, i ?木竹银极，娥 

治細工, ねぱ士，織 普 替 ，獨普請，鹏口銭および租税から成っている(法進案からはこの程度の費目 

別しか情報は得られなW もつと詳しい平均費用明如けは政期のものといわれるが’ 「坦製秘録丄にもる:松岡 

0 9 6 D ,ぉょぴ『防府市史下iV p.l20~126に再録) 。 なお浜子の飯米については，人件費に合め，物件

i •そには加义ていない。 かしき ' " み

浪子恩激ぼ4 か村とも，上浜子800 % ,走脇浪チ650鼓, ニ番将子600化、’次チ 450 % 'V

' 一----10 (716) - -

Tゴ 会 雑 詠，68巻10号 （1975年10月） 

表 1 6 製墙業収支バランス
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1840年代E^由尻宰判の择済計‘ぎ- (2)

れている。三由尻大会所で前借金の協定は設けていたようだが，給銀は® 主との相対で決定し,多 

少の变化がもったといわれるけれども，定かで、はない6 他に备跋き2 名 、(昼鼓きを大工，★焚きを老 

僧といった）を加え, 以上 6 名は製塩技術者であっすこといっていい。 浜子給銀は注進案によれば， 

2 4 0日分の給料とされているン飯料は浜子1 人 1 日1 . 8合, 2 4 0日支給であ'るヶこれr 対し签焚き 

は 1 5 0日就業とされている。これは定日用, 增水取, 寄せ女, 跡矣女（す供M こついても同様であ 

る。 ,

1 5 0 日就業とされる理由は，「三A 換持法J にある。 r ^ A j .は 3 月〜8 月の操業期間を意味する。 

それゆ;b  9 月'〜 2 月ほ休浪期となる。これは，生産過剰による値崩れ防lbのため，生産制限を行 

ゥていたからである。三田尻浜の場合，1772年 (明和9年/ 安永元年) より，藩府認可のもとで,鶴 

浜の浜主，後屋.田中藤六の発議で r S A j 法が始めb れた。

前節の開発クロノ：ロジーをくれぱ， 当時すでr 大群が完成し， 冬期を除ぐ1 0か月操業ではます 

ます過剰生産の危険が多く, というより，現実に過剰生産となって，三田尻feは衰微し，藩府は浜 

方を中関宰判として独立させ，斯業の発達に努力したといわれている。 「さノ\ 換持法J の露可もそ 

の施策の;一環であ!ゥたといえよ..う。

ただし, 体浜法の創案は安芸国竹原生ロ浜の由で，その理由は揚浜法から入拆法への技術転換に 

よって生産性が上昇したところにあるとされている。揚浜法とは人手によゥて海水を汲み上げ塩田 

に撒布し，製塩するものであったが, 入浜法はひがたに堤を築き，處内塩浜に溝を設けて海ネを導 

入し，毛細管現象によって潮を砂粒に附着させる方法で, 潮着きは格段に上昇;したといわれる。な 

お f■換 持 と は ，日替りで上記入浜, 採砂の作寒を行ったことを意味している。入浜法，換持法， 

そして石炭焚.きは, 戸期製塩ぎの技術進歩やあった（後出の引用文を見よ)。

他 方 「三A法_!そのものは，いってみれぱ俩格カルチル結成のための，協調的市場行為であった, 

三田K 浜だけでも200軒の浜人があったわけであるから，この自主規制カルチルを維持することは 

必ずしも容易ではなかった*?:うである。その曲折については, 児 玉 〔I960〕, 松 岡 〔1961〕， 『防府市 

史下J • にゆずることとするが, ただ下記の前ヶ浜村• 法 進 案 「風俗J の記述は,これら文献には 

掲げられていないので, やや長、、が再録しておく。体浜法実施後約1 世紀を経過している力V 夫保 

期の同時代人がこの問題をどのように認識していた力、を知る良レ、史料である（浜方にも同文がある)。

「九月末タ正月迄ハ室而撒しく 二月ク地填其外普請取懸り，三月上何タ九月上甸迄ハ浜子其外多 

人数為り娠敷御座候口和年ュ付塩出来多御座候得共, 宜とホ事ュ而は無御座侯，塩相場正銀百目  

ュ付拾おふ内ニ而無御座候得共儲銀無数勘定に 相̂不申候，塩余分出来候時は諸雑用多く银り勘库 

悪く御座候, 近年ハ功者ュ相成地場半方充日将りに掉立?1̂候，ギ々上7 ；之浜所<<̂室積{^こ集り致会 

• 合候而塩善分出来不申候様一統持目申合せ仕候，沢.;^ハ想而塩交愿之北国米ぐ饭料ュ仏f i j t …J

11(717)
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そういぅ次第で > 盤焚ぎ • 日用稼參は1 5 0日就業，浜すは始 . 終業期間の就労分を加えて24 0 日 

勘定になったもめとおもわれる。被子について, 上記tiiiヶ浜，注禅案ぜは3 人 目 （三番) と4 人目（坎 

子）（5[)中間に迫趟しと称する職糖を加えるとともあ*ると記されている。た，か，実際には.4人 1 組め 

計算になっているので, : 他の 3 か村ともまっナこく同- ^めね: # セあ•る。その他の藤用者についズは， 

智全r 多少のふれはあるが, 雇用係数は4 か村共通である。 、

5 . 3 . 3 域外支払に力いて

上引の前ヶ浜「風俗」記事ほ，そのす々あと続けて r浜子四人义'、ぜ入基挺武人宛翌年之給解引 

当 ニ / , 前年之内ュ前給手付銀貸付候而大嶋都室積边<<̂廣方仕候J といっている。それゆえ,以上 

のように•して生産された付加価値のうち，どれだけかはこうして他宰判からの出糖者にまわれる 

わけで，発生した#加価値のすべてが三ffl尻宰判に落もる/わけではないまた ,檢田枚数は I 8 世 

紀ホ頃より変イヒがなく 20り枚を維持したが, 浜至っまり所有主はま化があり，雇われ経営者となっ 

た浜人も多い。この種塩由小作の場合は, とうぜん塩旧名主ニ浜生ビ对し小作料= 「加 銀 J 卞ま  

払った。. そごで，名主が他都在住者であれば，加調銀がその割りで三田尻より流出したわけでをる。

法進まの経済計算は村べ一スであるので，これらの域外ま私を的確に推計するととはむずかし、\  

、他村も他都 (あるいは他宰判）も!2：別するところ，ないから力あ:る。 表 I6 では， まず労働所得にっ 

いて，.4か村産業所，に計上されている定日用, . 浜日用，寄せ跡突女，盡焚の儲銀，あるいは所得 

を差引いて，村外支赵S分を算出した0 4 かぜ平均で77% が外からめ入稼者に対する資金支仏額 

というととになる（ま16脚の計)。との場合， 4 か村相冗で労働者の出入, しナこがぅて資金の受け■払 

いがあると，この比率には誤差を生ずるが, その地理的位置からして，この-種相5 ：交流の可能性は 

少なかっナこと見られる俞ヶ浜/ 江* 村め村外支払比率が他の2 村とそれはど異なゥてはいないめで，

まず妥当な推計値かとおもわれる。 . ' .

しかし，ぢ田尻宰判全体としてはどうだろうか。向鳥は干拓造成によって浜方と陸続きといる 

ほどの位置にあり，島民は男女とも浜稼ぎに大きく依存していた。また塩田村の肩辺,背後の請村 

かちの浜稼ぎが少なからずあったわけだから， 上記の77% 相当額のうも, どれだけかほ3 由 域  

内に步留り，他宰利への流出割合ぱも0 と低いはずである。 そのすこめに;i 田村以外の2 7町村•法  

進案にっいて男女日用掉によるr德銀j を集計し，これをもって三田房■の步留所得とみなすこ 

とにする（他村記載液れ, 誤りがないとはい先ないが.‘".‘)《

女子にっいては寄せ‘ 跡突きによる収入が料然とわかをが,しかし男チ日用挣にっいては既述の 

とおり，記栽の碎称が一様でないから，掠稼ぎによる所得かどうか判断のっけ•られないもめがある4 

ある程度の謝達を覚悟の上セ仕訳け供計したところでは, 浜稼ぎの所得稼得額は.（ili;旧村も含めた） 

31WT村で 565賞になる。浜子, 条焚き収入一一これほ塩由村4 か村にしか見当らtsM----- 65貫を加

12(718)
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1 8 4 0年代三ffl尻宰判の経済計算 (2)

免ると630賞という結果になる。とれをもって受収侧からの推f十額とすれぱ，支払額は1,ISO貫弱 

なので (ま I6け》め計）5 5ダは域内， 45% は城外，つまり他宰判fc支狂Vわれすこことになり，大鳥，

上関からの塩田出稼ぎは相当の親模であったととがわかる。 ' ■

塩田小作に伴う加調鎭の域外支仏V、についても，推計上同様の困難がある。塩田村記録によると， 

他村抱ぺの加 !®銀支だ 額̂は表 16(14)奸のとおり, 合計 6マ1 ,8 貫に達する。 他方， 三旧尻宰判内全 

村での加調銀受取額は76. 9 賞にしかならない一官市町 2 枚 5. 6 貫， 3 田尻町21枚 58. 8 貪，西 

ノ浦村5 枚 1 2 .5貫。そとで崖引き59S貫が域外に流出した勘定となる。ただし,これをもって他宰 

判ぺの加調銀支払とみなしてよいかどうかについては,多くの疑間点が残されているまず第一に 

新ねf e . 浜方の場合, 加!^銀の支私われた浜数はそれぞれr浜内幷他村之抱へ浜」，「浜内幷諸村他 

郡之者抱浜」 と注記されているが, このコメシトで「fe内J とはどこを指すめか明瞭でない。た 

と、えぱ, 問 屋 の 豪 商 （大問屋の真永治郎右衛門は，塩田20 枚を抱え，千石船11嫂を持ち，北国資易を行 

い，また田地を持っていたという：•■防府市史下J pp. 83〜4 ) の場合は， たぶん浜内に含まれていたと考 

えられるが, はっき !？しない。 第二に前ヶ浜, 江泊村も含め， 「他村J とある場合が，さ田尻宰判 

内を指ずのであれぱ，カロ調銀は域に步留ゥているととになる。いいかえれぱ，他 郡 主 数 が 知  

りうれぱよい0 で る 力 S それはまゥだく知りえない。山ロや小郡の商人が何枚がの浜まであると 

いうヶースはりえたとおもわれる力V 諸村抱浜（131枚) 一城内他村抱浜（28枚) ：= 100枚余のすべ 

てが, 他郡抱浜であさとは考えられない。第主に塩田村サイドでは支仏高が1 枚あたり4 ^  5 貫と 

なマでいるが, さきの2 町 1 村の受取サイドでは2*8賞になっている。 この差1 .2〜2. 2 貫は浜人 

の 「家内飯料雑用! ^銀」 としても， 1 枚 あ た 純 益 （表 ledD )と支払加調銀の差約1 貫乎均は誰り 

収入に数免るぺきであろうか。す べ て r他村抱浜J とされている江泊村では純益ぐP調銀は，2 0貫 

.余に達しているりである。 '

以上のようなわけで， 4 か村内步留額5S4貫 （表T7計の(10)-闕)，2 町 1村の加調受取額76* 9貫， 

および田鳥村の「隣村抱浜梓J 5. 3 貫を加えた666貫余を，表 16では製塩業利潤所得として評上 

した。しかし, 塩田村，注進案括りのコメントのように, その記載「加調銀J より1 ~  2貫が預ウ 

浜人の所得充てられたとすれぱ，130~260貫が域内所得に^|加さ.れねぱならない。そ.して城外す 

私*額はそれだけ削減されるべきである。また他郡浜主数はたぶんぱる力、に少数であろうから，.加調 

銀め域外'支私額はその分だけ過大に見積られていると見てよかろう。 - 

宰判外への賃金支払額は上述のとおり，518貫 （i^llSOXO.45) と推計されたが, いまこれに(お 

ネらく過力であちう) 加調銀支仏額590貫,(-1,256- 66めを加えると, 合計1,108賞の域外支仏が 

あったと推t十されるふもしも浜人め所得をこれから除くとすれぱ（1.6X 131=196.5貫として)，911.5 

貫が域外支払, そして域内産業所得は196* 5貫だけ増える£,とになる。

13(729)
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5 . 3 . 4 製塩業関連所得の推計

以上にもとづき，製塩業関連所得の推計を行うごとができる。 表 1 4によって製塩業め利聘，货 

金所得を求めれば, 男子日用梓については寓ち指摘したとおり判断，裁量の余地があるか， 1，2恥 

賞になる。 しかしとれは前節で論譲した域外ぺめま仏所得を含まない。 それを加えれぱ， 2, 4«4 

貫が製塩業によも"純生産" となる : 表 16(1め付加価値の計参照。

タらに振雜およぴ海蓮のうち明白な関連のあるもの383 貫 (ニ192+191 )を加算すると， 2, ？8マ貫‘が 

製塩業関連所得額ということになる。 そのうえ, 鉴屋，浪 子 「居固屋J，栖の普請,および諸道具 

末さへの支出によって，大I t , 織治, 左官等職人儲が発生しているし，また塩問屋，小売商人の商業 

マ一ジンを加えるかちぱ，あるいぱこの数字は3, 000貫に及ぶ可能性ももるといえるであろう。

波張すがぱ際服なぃが，波及はその他商業，サ一ビス業に及び，製塩は兰由尻そして周辺町村の 

所得形成め中心になっていたことは明白でもる。

5 , 4 兼業所得比 .

大まかにいえぱ，農 . # 農所得比は 5 3 : 4 7 であるから,ヨ田尻宰判全体としては農家の非農兼 

業所得比は約5 0 %弱ということになる。 しかし， 浜子をはじめ，「E^職J, 商人のょうな非農專業 

き 一 を し て ，，業を兼ねているもめがあったはずだから,農家の兼業所得比は本来もう少し低く

て然るべきでもる。 ’

とこではそれを次のようにして推評してみよう。すなわ" V 三由尻，宮市の商町，塩田村4 か村， 

ならびに向島を除いて, 残る 2 4か村にっき農• 非農所得比を求めるならぱ，農家の非’ 兼 業 （余業） 

の所得比率推計値が得られるであろう。むろん，これは "近似値" である。なぜなら，新田村ド江 

泊村は塩田村ではあるが， とくに新由村は（その成立事情からして'— § 5. 3‘1を見よ） 鳥町数も多 

く，農村でもあるからであるんまた, 向島を非襄村に含めるかどうか（表6, 9 め年貢率計#では農村 

扱いにしていた) ，多少迷うところもあるが, とこでは産業所得の総所得に対する比® 力’、 を超-免 

るので非農村とした。 ノ

そういうととであれぱ> 久兼, 奥畑も産業所得比は (林産からの所得のため) 55% を起える9,で、を 

るが，これは立地条件から考えて農村に倉めお。 また職業分プPからすれぱ, 東西佐波令村:などは 

r農業る相添梓候J 非;l i家が相当数いるはずであるが， 新田村やさ03尻町などに在住の「農業に相 

饭特候J 兼業農家を相毅するということもある'：b けなので農村に含めた。 したがって，このよぅな 

農村, # 喪村の仕訳け如何で，どうしても多少の誤差はまぬかれない。けれども，さ田尻全体の数 

年で兼業所得比にっき推計するよりは, 誤差も小さく, 近似度は改善されるであろう。

さて， 上記 2 4 梟村の廣業所得はま9 かちも 9 d S 貫，ぎIま所得は表：1 5 から 1 , 8 ね貫と計算ざれる。 

したがハて,その比はTL  5  ： 2 7 .  5 である。いいかえれぱ，農家め非廣兼業所得比ほ货% 前後，.も

• 1 4 ( 7 劾 —
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力とまるめで3 0 % 見当ということになる。予想!どおり，4 7 % という宰判全体の比重より2 0 % がた 

小さいわけ■であるレ

対照的に非農村ニ2 町 5 村では , 農寨所得334賞 ， 非農所得2,ぶ7 5貧, その比は 10,4,: 89.6 

である。 この場合, 農桌兼業所得比は約10% だと断定してよぃかどうかには，若干のたらいも  

なくはなぃ。新田村農家の存在があるからで, 農業兼業所海はもりと低かったか’もしれなぃからで

ところで, 襄村の世帯数はを530戸，菲農村は2,427戸である。これでそれぞれの総]Tr得を割り* 

1戸もたり所得を求めると1貫 244鬼 1貫 322なという数字が得られる、ただし,農村の担税率 

は31.0% , 非農村は11.9% とぃう開きがあるので， 可処分所傳は農村858 非農村1貫 165

になる。非農家めほ:うが，農家より可処分額で所得ほ高水準であっ たとぃうととになる。

これはおそらく前世紀以来め，製塩業助成のための軽租が，担法として1 世紀ag く維持されてき 

た結果であろうが, 離農へのM因として働く可能性はなかっためであろうか, 不思議である。幕府 

はじめ太名が，懸命に農民離村を押しとどめようと努力していたことは，周知のとおりである.。と 

れらの措置や政策が少なくとも必要と感じられでぃたととは，をして実質上は出稼とぃう形で農民 

の恒常的，ないし再帰的離農が行われてぃたととは(速水’〔I973〕),この所得格善が誘因として働い 

ていたという見方にとって有利な拠である。

これ ^̂こ反対の推翁も*̂ ^きないわけ;ではない。 つは完全離農, あるぃは非農化するためには，と 

の程度の所得格差はなお十分な誘因たりえなかゥたと考えてみる^0である。>J*方や塩田村の雑費支 

出は1戸あたりで500〜300なぐらいでおるのに, 農村のそれは.2Q0〜100せぐらいであった（表 10 

を具よ) 。 その差は300*-200；̂であって, 所得格差とはぱ同等である。また農 • 非塵転換に際して, 

経常的な所得:フP —ではなく，生涯にわたる所得累計額が意思決定因子になるとも考えられる。さ 

らに, 職人, 商人ぺの减業転換は徒弟奉公という長期にわたる修業期間, ないし時間a ストを要し 

たという事情もある。 ’

江戸期税制の農，非農間アンバランXにつぃては，多ぐの人びとの指摘するところである。それ 

が農民をして余業, さらには兼業 (または副案):へと至らしめた契機の一 つ で あることは，疑いのな 

ぃととろで、ある。だがもしそうで、あるどしたら,んだれを打ってかれらり離農が進まなかぅたのは 

なぜなのか, もまり問われては’こなかゥた。商人，おるぃは豪商からの冥加金, 上納船こよつて, . 

租税のバランスカt とられていたと論ずるととができる。 しかし, 18世ま3以降 1 世紀余り間に,この 

ようにて物産J 主義とを:̂ 矛盾した税制に対•トて, これを改めようとする着想なり, 動きが現われな， 

かったこととそ, いがにも解せない。 、 ：：

むしろ事態は, 税伽上め襄/ 非農間の不公平力，、生産性の， ♦谏農簡格差にくらぺて相対的にはを 

れはど大きなものではなく, 農民を1>て# 農兼業を行うかぎり,農業にとどまるのを有利とさせる

— 1B (721) ,
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殺度のものだっナこわでは，ちるまいか。われわれは別稿において(西川 C1975D),農家，非農家の所得 

を労働供給面からモデル計算したが，その結果は以上の農• 非農村別の兼業所得比推計と？良好な 

致を示す。をれからみても江戸期税制における農，非農間プンバランスについて，その産業化促 

進効果がさはど大きくなかったとV、う仮説に，より説明力のもることが裏書されているもののよう 

に見える。 •

この主題をここ力十分検討することはできない0 だが， r物産J 主義は，もし当世風に翻訳すれ 

ぱ，農本主義もしくは重農主義でり , そうであるなら，：7 ィジオクラシーの租税政策論との対照 

の上で, 江戸期の物産主義税制を再考してみることには, ‘一つの方向のようにおもわれる。

6. 経 済 計 算 の 総 括

6 . 1 総^ ^ 得 * 消費1 4 向および剰金銀

農業所得 ( 表 9 ) に非農所得（表W ) を加えるととによって，総所得が得られる6 これより粗税を 

除けぱ可処分所得が導がれ, さらV t消費支出（表 1 0 ) を差引ぐことによって，所得バランスが得ら 

れる„ 表 1 7 はそれら一連の評算表である。

ととに見出されるもっとも顕箸な事実は，全村にわたって大幅な剰余銀が生じているということ

である。担税率（乎均2 5 % ),平均消費性向 (平均 6 7 % )が低いというま実もすベて，大幅の剰余銀
. - ' >

に結びつくものである。剰余銀は，総所得に対し担税率とおなじく 2 5 % の割合を占め，可処分
■

得に対してそれは33% (ぐ一平均消費性向）に達するのである。 I

た だ し こ <6数 字 3 3 % をもって当代三田尻宰判の平均(純)貯蓄率とみなしてよいかどうかは間 

题である。飯料, 着料，そめれの自家消費分が十分適切に（消費推計で)考慮されているとはいいが 

たいからであ;6'。また，概して民間の殺:資機会は 1 8 4 0年代ともなると（当時の土木技術水準に比し 

て, 開! §余地は）はとんどゼロであったし, またこれだけの"貯蓄" 資金があったとレても，それを 

投資化するチャネルも存在しなかったと見られる。

いかにもありそうな可能性としては，この剰余銀のうち相当部分は家屋の補修，改造，増築に投 

資されたということが考えられる0 もっと具体的な例でいえぱ, 前出の資永邸などの建第に"役 

.資" された可能性があるのではなかろうか永邸は慶あ2年暮に藩主毛利敬親とイギリス;t 洋鶴隊司令 

赏キングとの会見場に用いられたという)0 ’

別り例としては, 西ノ浦村に村民所有の贷家7 3軒があった一:一その家貧は i\軒もたり36 で，

都合 2 賞 628おと記されている，この場合は居でなく，字義どぉり貸家に投資されたととが明瞭 

セある。そうであるからといって，新闲村 (問嵐ロ所在地）や西ノ浦村の1 戸あたり剰余銀は格別高 

水，でほない。町方 (三田尻町〉の雑費支出は1 戸あたり490仏また填旧村のそれも概して高水準

■— 一 16 (752)
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a )緣所傳
(K)

530.756 
401.198 
591.337 
521.270 
714.862 
444.625 
48 し 74S 
286.735'
492.371 
290.287
793.371 
845.700 
339.392 
416.795 
172.109
99.467 
71.288 

321.353 
177.695 
128‘664 
283.253 
127.988 
66.023 

631.225 
194.163 

39.676 
167.391 
109.679 
146.945 
123.051 
83*844

I[■(または平せ/) 10,096.786

(5U人あた
り所得

m

戸あた
り所得 

(^)

"1(7) J戸あたり
w m p^n

83.60 292 . 1,041 740
75.14 348 1,156 1,111
57.63 382 1,594 1,105
82.04 290 1,109 785
29,50
53.89

388 
■ 432

1,252
1,994

1,188
1,316

63.09 348 1,534 1,026
68.48 412 1,912 967
83.25 299 1,228 950
74.63 202 899 835

,63.13 415 1,690 1,376
.84.85 237 987 753
74.76 315 1,248 852
35.63 487 1,609 1,500
65.58 338 1,446 925

, 5 7 . 8 0 252 1,005 814
71.36 185 743 603
63.75 356 1,591 1,075

■74.48 258 1,146 771
69.43
67.12

367
357

1,671
1,468

1,993
985

75.17 210 970 745
56.62 512 2,445 1,295
75.18 256 1,107 801
81.34 291 1,229 765
81‘43 236 1,044 650
79.05 238 1,087 816
49.67 255 1,155 975
76.96 262 1,148 748
86.73 270 1,161 729
72.64 260 1,149 786

一66.50 L
' 313 L 1,269 1 952

《2)可狐分 
所得

(TT)

377.496 
385.540 
410.029 
368.836 
678.244 
293.562 
322.082 
145.003 
381.025 
269.861 
642.681 
645.055 
231,689 
388.468 
110.087 
80.624 
57.879 

217.106 
119‘489 
76.483 

190.120 
98.310 
34.968 

456.7a  
120.851 
24,684 

125.604 
92.615 
95.763 
77.252 
57.409 

7,578,087

ではもる;*:,これは日常馳活が (翻 0 より貨幣経済化されていたことの反映であうて,それらの 

雑費0 なか! 住宅投資が混入しているとみ考えられない

もっとも大鳥お他宰判で , 雑費明細を;t o ているところについて，住居支出にあたるものを拾

ってみると, 購入品目は板類， うすべり，ござ等で务り,そのV パトはもまり大きくない(支出

額の5%以下)。 したがって, 胡尻宰判の雑費にももるいは学居の補修,維持費ニ  "補填投資"は

その程度盛り込まれているかもしれない。 しかしながら, " 新投資"が除外されて い た こ と は ， は  

ぱ確かなと と の よ 'うにおもう。 -

他方，周知9 よ'うに幾帛法度leよって,1"ラ構；̂ゃ床柱, そ9 他住宅禅築の網部まで制約は強かゥ 

たから’ 豪 農 層 は 別 と し て ，大方の;^民については,住居の増改築の余地はそう大きくな か  

った。 したがゥて，.広く全農民, HIT人等にわたって剰余愈を住辦資が的に振り向けえた，とほ

— 17 (m ) ——
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、、免ないでもろう。 しかし, 上納金，其加金，ね い は 藩 御 熊 ^ の見かえりとして，居宅の増改築 

ゃ資家建築は許されたとみていいから, 以上めような赞蓄 " らうちどれだけかが，新規，補填の 

住老投資に向けられたことは十分に考えうるのでもる。 ただし残念なから， いまめとしろ（とくレ 

由尻•注進案による限り)，それを推計する手がかりはない。なお剰余銀の大きさにっいて，次の小 

如で経常費目にっき若千の調整を行ったのち，再度考慮をすることにしたい。

以上から> 系論として得られる，次点を認識しておく必要がちる。そ.れは，この剰余銀の源泉 

がもっぱら非邊所得にあるということである。なぜなら戚述のとおり，注進案所揭の消費支出綿よ 

農業可処分所得を上回り, かりにもし廣業のみを唯- ■ " の " 産業 " とするならぱ，農家々0十の収支ハ 

ランスはことごとくホ字になっていた。その原因はいうまでもなく物産への重税にもったわけたか， ’ 

こ0 赤字は非農業からの収入をもって補填され，なおかっ少なからぬ黑字，っまり翁■!余銀をもたら 

しているのである。

産業生産物への租税はまた，物産に比し相対的にいってきわめて低率でちった。塩田村4 か村， 

注進案から，製塩業の租税納付額を求めてみると> 3 貫余となるが，これは製塩売上高(表16 ニ.4, 30? 

貫）の 4 .5 % にしか達しない。 さらに注目すべきポイントは，専業，兼業のいかんを問わず，.賃金 

所得はま9 たく無課税だというととである◊ 兼寒農民，あるいは専業浜職人ほその稼得厳をそのま 

ま家計の可処分所得に加ええたのである。産業課税は低率で, 上記の製塩業課税をきめ，職人， 

商人への水役銀等, すべて表 6 の娘年貢に織りぱみずみであり，おそらくそれらは非農業振興策の 

す要な一環を構成するものであったが，計らずも農業へ(0重課税を輕減する働i ■をもっていたとい

うべきであろう。 .

ここから推論されるのは，域内にしかるべき非農業，もしくは「産業J が存在しない宰判におい 

ては, このような収支均衡恢feの機会がないわけで，剰余銀発生の可能性は乏しくなるだろうこと 

である。事突, ま称宰判にかんする同様の集計作業の(暫定的）結果によれば，剰余銀はゼロではな 

いけれど.も，しがし無視して差し障りない糖度の水準になる。いいかえれぱ，文字どおり「且々渡 

世仕候」状態である。産業所得は農業所得の15%弱にしかすぎないのである。

考 1 7に関連して注意すべき第二の事実は，'各村の 1 戸あたり可処分所傳か（税制の力ケンタ.一.バ 

ランスを通じて) ，相；S：にがなり接近し，村落間のぱらっきが小さい点でもる。表示のともン，平均 

水準ほ950れ余であるが，（戸数ゥ; イトを付した) 標準偏差は平均値の（I/4) にすぎない。 したかっ 

て, そのかぎりでは相当な均等化と認められるのでもる。

もっとも，これは村落間のぱらっきであって，個々の村，あるいは町の内部におる所得分布が 

i:，のようなものであ>るかはあきらかではない。確実性の高い推測としては，たぶんそのばらっきは 

もっと大きいといえるであろう。全体とレて見て，注進案所収のデータから，:村落内の所得分力^を. 

知ることはできない。とくに三Piデし♦法進案からほ他にあるような本軒, 半.軒，四半軒別の本百姓

— 18 (y 2 4 )-----  ’



1840年代三田尻宰割の経済能算{2》

:数が得られない. 本苗姓と .「亡土J (またはき為J〉の数が与えられているにすぎない.:本百姓比率 

.は 39. 2%。 ただし本軒 , 半軒，四ポ軒の区分は門役銀の負担割合を示すもであって，必ずしも 

土地所有の分布を反映するとは限らないし，まだ宰刺によゥ て区分がまちまちであるふしもあるの 

で，よしんぱそれがわかったとしても，土地所有もしくは所得分布の推計が可能になるわけでもな

下上申』 (m oパ 0年）その他の史料と比較，対，照していえる，唯一確実なととはおそらく土地 

，所有上で集中が進み, 地生と小作，あるいは富農と貧農が発生する方向にあったということであろ 

う。また，町方においては問屋その他の豪商が発生し，裏店住いの小商人，職人,日用样などとの 

，所得格差があったととも確かである。さきの表1 4を参照すれば, 大問屋儲けは5 貫弱で、Jbるのに対 

して* 小間屋はその半額，質屋は 1 .5貫，大工は900〜70 0サ，そして日用梓は240〜460サといV5 

:た ぐ 、でちる（ただし日用労働者層は他に兼業をもち，また妻や家族め家計補助労働によって生計を維持 

，しうる所得を稼得していたととを忘れてはならない)。

それゆえ，村平均の1 戸あたり可魁分所得の;をrA分散を,もって，ネセをの所得分布を推し計る 

ことはできないのであり, 変異係数ニ標準偏差グ平均値ニ1 / 4 が十分小さいといえるかどうかも疑 

'問でもるが，丄かしそれは決して "大きい，，分散であるとはいえず，租税の農 • 非農間不均衡が, 

，所得とくに可処分所得の"均# ‘化"を結果としていることは確かであるレ ，

6 . 2 地域所得勘定の " 推計 "

以上の総括として， 表 1 8に三田冗宰判の地域経済計算表を掲げ;^。これは可能なかぎり原資料 

iに忠実に，"第計’’計算を行ってきた結果を, コンべンシa ナルな'"国民経済計算，，またはその部 

.分的応用としての地域経済計算表の型にまとめたものである6 

われわれの "推計" としては，宮市p tr(57i戸）め雑費支出の計上波れを追加計上した。 1 戸あた 

;'り原単位額としては， 三田尻町の水準490 ：̂ を用いお> これによって生ずる変吏はC消費卞tii, 

r雑費」，およびS剰余銀に限られる。調整きれた数字は（ ）内に示されているとおりである。

表 I8 を 1 次の要約表と呼ぶことにすると， 2 次要約表には， ①牛馬間欠， ③自家消費,③加調

表 1 8 三田尻宰利の地域所得勘定（その 1 ) (単位：銀目貫)  ̂ ■

A 総派得 . . 1 0 , 0 9 5  

「物まJ 純 生 産 5, 329 

「鶴 !」所得 も766

C 消費支出 5,039 (5, 319)

「飯料j‘ 3,233 ■ 
r银費J 1,806 (2, 086)

T 粗 税 . 2,519 

S 剰余銀  2, 537 (2, 257)

…きき色 - ネ. . . . . . . 3..?^?.....
6 宰判內

與生産 (= B  + E ) 11* 330

D ネ減耗引当 127 —

4. . . . . . . . . ，. ふ. . . . . . . . .

E 宰判外へわ ■
要素所得ま払1,108 ,

- 19(726)

*>

さ

\



机網 ! ^ ; i i i f iM iP l i飾條 l im f lW i l i

' rぺffl学会雑誌 , 68卷10号 （1975づ1̂ 10月）

銀，およぴ④僧社人，陪臣 ，諸士にかんする調继，または推計値の合計額を迫力ける必要がもる。. 

これらは，上の雑費の追補よりも"推計"，ないし（われわれの) 判断をより多く加えさるを兄ないも' 

のといえる。また①から④へ進むにつれて，任意的な栽量を施さざるを免なズなるところがちるも 

0 である。すでに該当個辦で言及したものが多いが，念のため摘記すれば，次のとおりである<»

①牛馬間欠については,概略で 11貫を加算するのが適当であろう。 これによって，D 資本減- 

耗引当は 138 貫となる。 前の小節の譲論に従えば, 住宅間欠をととに加算するのが適当とも考免ち. 

れるが，それを推計する根拠がないこと，また産業，とくに製塩業の签屋，浪 子 「居固屋J 等の維 

待，補修費は斯業の経常コ ス ト V2：こみになっていること,さらに他宰判のデータから住居費支出は 

ごく僅かなク :Cィ ト しか計上しえないことを考え, そのような調墜は恣意的にすぎるおそれもちる，

ので行わないことと女る。

②自家消費としては，大根, 木綿(おょび戴  10, わらについて考慮する.必要がある。まず大提 

であるが， その出来高69,323荷，販売高3も048荷ゆえ， 自家消費高35, 275荷, 1 荷 3 計算で

,1 0 5 .8貫となる。 出来高はすでに物産代銀に•貪入済みであるので，106賞を飯料に加算する。これ. 

を飯料に加算するめは，上関宰判，注進案で大根を雑穀換算し，飯料に数えているのにならったか. 

らでもる。

味僧，德油，酒および豆腐のうも味嗜を除く3 品は製造業者から'購入,味唯は自家生摩という三 

旧尻，注進案の記述は, 同地の "発展ぶり" から考えて,‘ そのまま受け入れてもよいでもろラ。も 

ちろん， 味赠製造のための塩代， および（家内）労働コストは無视されることになるが，大きな墓 

丄 障りはないであろ，う，6 元霞にかんしてもはぽ同様でもる。

残るのは木綿纖であるが，その村別織出高はま！9 のとおりで，三田尻全町村セ87, 201反でもる0* 

1 戸あたり纖出高は11反弱/ 綿替えの比率は (1 / 3 )であるから, 3 ‘ 7 反は自家消費ニ「着料」分で 

ある9 上関の場合, 織出し分のうち摘木綿とする,分についての組屋染代が計上されているけれども，. 

三ほ尻では染代が書上げられていない。 したがって，すべて白ホということになるが，そうみるの 

はいかにもおかしいところがある。ついては1 反あたり市価をやや高自に1 0：& とみて (芝原〔1961> 

の評価に等しい) ， 1 戸あたり37なと見積ることにする。戸数は7 ,957 声であるから》ま ：̂が着料支 

出の推計額となる。

ち な み に , 乎均世帯規模は4. 0 6人であるので, 年間 1 人もたり0 .9 反賊の木綿消費という勘定 

になる。宮市町その他の産業勘定に古手摩（=古着#)の記載がったのと見比べて興味深いものが

あ•る<

実綿にっいては，そういうわけで (その販売，自家用比卒にっき) , . 考慮する必要がない。所得侧カ 

は物産代銀に計上されているし，またま出側では元抑代 (反あチぐり7 奶は計算に舍めて除いてもる ' 

からである。ただし7 れめなかには染代もどれだけか含まれているゆすであるが…‘*V

20(725)
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1840年代三田尻宰判の経済f十算(2) 

表 1 9 木綿織

織 出 高  
(K)

同1戸あたり 
(K)

纖 出 高  
(K)

同1戸あたり
《反）

1 三田尻村 3,500 6.86 1 8 上右田村 4,000 19.80
2 三 田尻 町 5,400 15.56 1 9 下 右 m 村 540 3.48
3 東 佐 波 ♦ 5,200 14.02 2 0 高’弁 村 413 5.36
4 西佐波令 4,200 8.94 2 1 大 崎 村 965 5.00
5 宫 市 町 10,800 18.91 2 2 佐 野 村 ；_ .

6 ''仁 弁 、 村 2,500 11‘21 2 3 ま浦鹿角村 ' 200 7.41
7 植 松 村 4,000 12.74 2 4 牟 礼 村 . 1,970 3.46
8 俄 佐 江 村 700 4:67 2 5 真 尾 村 2,000 12.66 ；
9 新 田 村 3,600 8/98 2 6 和 字 村 560 14.74 i
1 0 向 島 1；100 3.41 2 7 久 兼 村 2,080 13.51
1 1 浜 方 7,500 16.06 2 8 奥 畑 村 ■

1 2 田 島 村 8,500 9,92 2 9 鈴 屋 村 500 3 . 9 1 ' 1
1 3 西 ノ 浦 6,000 22.06 3 0 奈 美 村 1,2如 12.08 i
1 4 西浦前ヶM 1,500 5.79 3 1 中 山 村 2,053 28.12
1 5 切 畑 村 4,280 35.97

1

1 6 江 泊 村 1,500 15,1 S
1 7 西浦新御開作

1. - : ，
360

丄リ*丄ij
3.75 計（または平均） 87,201 10； 96

③浜加調銀にかんして }f , そもそも注進案が村落収支計算表であるために不突合が多く，おネ 

らく過少ではあ6 うけれども，域内への歩留り分として196. 5 貫を振替えるのがせいぜいの調整で' 

ぁろぅ、 . •

なお, 浜加調0 はかに田鳥の加調銀が町村間で受け渡しされていたはずであるが，それにつ、、て 

;は三田尻，宵ホの両町に米および銀で収入記載があるが，支払側の記載はない。両町の加調受高は, 

西ノ浦村の家貧収入ともにそれぞれの町村の「産業」所得に計上したが, . 後高はともあれ，見合い 

-項目がないという意味で，それだけ過大推計になっているおそれがある。

すでに前節で村内所得分布につき, 注進案は貧弱な情報源でをることを指摘したが，それは加調 

银にかんしてもはっきりと認められるところなのである。

注進案固有の欠陥としては, このはかに他国との交易，あるいは "輸出入，，にかんする情報が欠 

如していることを指摘しておくべきであろう。北九州からの石炭輸人については, 塩田村製塩コス 

トから推計可能であるが，四国からの葉藍の（密）輸入，さ ら に 鶴 ，繰織の輸入ならびに織出木 

:綿の輪出については , （注進案から)‘推計はできない。 したがって，既出の1 次要約表（表18) およが 

(後出の) 2 次要約表は, その点で大きな欠胳があり，B地域生まと, G城内生産は(それ自体71̂確実な) 

域外への要素所得-支 仏 （E =浜加調4̂ 浜子稼ぎ）だけ異なるにすぎない。 他国とめ輸出入，および他 

宰御との移出入を適当に考慮したとしたら, B, Gの推計値はかなウ取/く懸念は大いにあると孝え 

'ておかねばならない。

表 20は以上①一③の評を加味し , 調整を加えた地城経済計算表で、ある。金のたれ,まに即し 

'ていえぱ, まず①牛馬間欠1 1貫の迫加によって，資本減純引当が1 1貫みえ， r物廣J 純をまが n

~~一 21{727) —— i



A 総所得  ,10, 281

「物産 j 純 生 産 5, 318 

「産業」所得  4. 963

B  粗 生 産 (ニ  A  +  D ) 10, 419

C 消費支出 

「飯料」 

「雑費」

T 租 税  

S 剰 余 銀

D 資本減耗引当

G 宰判内

.粗 生 産 （ニ B  +  E) 11, 330

E 宰判外べの

'要素所得支仏 911

貫減る。次に③域内支払加調銀I9 7賞を宰判外へり耍素所得ま:-払より除き，「産業」所ff'に加える。 

の結果, AおよびBは，107 - 1 1 ニ186 貫ふえるとととな0 た。 しかしGは，以上の調整 (および：

②）とは独立で不変である。

②の調整は表1 9の東北プロックに限られ，' 他のプロック， とくに表り左彻1 ,つまり生産諸項目 

には及ぼない。いいかえると表の右侧，すなわち（消費) 支出項目だけに限定される。大根のまま 

消費 106貫-を 「飯料J に加え，木綿着料294'貫を厂雑費」に加えんなおこの調整は，すでに宫市 

町雑費を加算した（表 の （ ）内）数字に对して行った。その結果， Cはもょうど400貫ふ免る。 し 

たがって剰余銀 ( S )は 400貫減ることになるのだが, Aが I8 6貧ふえたため，差引き214 貫 （ニ400 

一1 8 6 )だけの減少となった。 S のA, (A- T ) に対する比率ぱおのおの19. 9%, 26. 3% となぅた。， 

調整まえの1 次総括まによるこれらの比率はそれぞれ22. 4%, 29. 8% であるから, 双方とも 3% 

糖度低下したわけである（これは宫市雑費調整済みのS ニ 2 , 257を, A 二 10,095, A -T  ニ 7,576で除した百， 

分比であるととに注意)o

■しかし以上2 比率を貯#率ニ投資率の指標とみるならぱ,なおきわめて高率である》われわれが 

④に掲げた僧社人, 在鄉武士の所得，消費は; 大幅な剰余銀もしくはその比率を引下げる働きを持- 

ちうる。 次に•この点を吟味したい。 '

表 2 1は域内町村別の僧社人（宮番，土手番を合む) , および在郷武士（陪臣，諸出、足軽など) 一覧: 

表である。ただし, 僧社人にはをの家族, 使用人などの：「俗男俗女J が含まれている。それに対し 

在鄉武士は本人のみであって, その家族はカウントされヤいない。 .，

東佐波令め在住備社人，在鄉武士が群を抜いて多いが，これは当地が中世以来東大寺々制であゥ 

て， そ の 「候 人 抖 足 軽 已 下 陪 臣 迄 武 拾 軒 男 '女 111人 （1世傅平均4:8人）が含まれているため- 

である。 また在郷武士にも「南都東大寺:御家来J 23人が含まれている。さらに夭ii糖 ，，国分寺など 

の大社大寺がり , そ め 「候人J 「大工」 r被官J 36 人も含まれているためでもる。

"所得" 評価に当っては， そういうわけで僧社入とその家族に文ホしては1 人あたり額(234か を  

乗じ，在鄉武db (世帯）に対しては1 戸もたり額（硫 な ），を用いる。 をめ絡果, # 社人 225 貫,在  

郷武士 702貫という銀高が得られる6 これを "サーピス" 所得とみなし, , 表 2 0の *■産業J 所得に

2 2 (7 5 8 )—

IIIIIIII ■mlirninrrniwimntiinrAiiiiT̂  ̂ ---厂一-一…--■'— …つ 一 一 -------—-----— rnrnmin^iip

「三 m 学会雑誌J 68巻10号 ひ 975年10月）

表 2 0 三田尻幸判の地域ポ得勘定（そ の 2 ) (堪位：銀目贝)
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1840年代三田尻宰判の経済計賞(2) 

表 2 1 各村ぉ仏僧社人*在鄉武士

僧 社 人 在 武 ±

男 女 , 計 詰士 *足軽 陪 臣 [H.
1 三 田尻村 93 40 133 23

2
3 26

2 三 田尻町 37 9 46 1 3
3 '束佐波令 197 146 343 10 84 94*
4 m 佐波令 23 8 , 3 1 19 16 35
5 宫 市 町 41 16 57 . 一 3 3
6 仁井余村 7 1 8 18 7 25
7 植 松 村 4 1 5 17 17
8 P 佐江村 37 8 45 6 6 12
9 新 由 . 村 5 1 6 7 ' 5 12
10 向 高 .3 2 5 10 2 12
11 掠 方 10 V 14 24 4 .— . 4
12 B 3 島 村 28 17 45 14 4 18
13 西 ノ 浦 15 9 24 10 8 18

一い.》
14 西浦前ヶ浜 3 3 6 一

15 切 畑 村 ■5- 1 6 10 19 29 f
16 江 泊 村 ----- ■—

17 西浦新御開作 • • -— • 1 . 一 ’ : i
18 上右田村 31 6 37 2 107 109 ：
19 下 右 m 村 24 7 31 一 ■ 44 44 i
20 高 • 沖 村 3 — - 3 •— 33 33
21 大 崎 村 . 10 6 16 — ■ 27 2 7 . ,

22 佐 野 村 3 — 3 2 3 5 ' 
423 西浦鹿角村 — - — •— 一 4

24 牟. ，礼 村 12 4 16 2 92 94
25 真 尾 村 一  ' '~ 一 — ■■ 24 24 '
26 和 字 村 15 ユ1 26 —— 5 5
27 久 兼 村 4 - !~ * 4 一 7 1
28 奥 畑 村 3 ~ 3 — ■ 一 •— -

.29 静 屋 お 9 5 14 — . *29 29
30 奈 美 村 4 一 ：4 — 31 31
31 中 山 村 13 6 19 16 16

計 ( または平均） 639 321 960 157 580 737

加算し，農 ，非裹所得比を求めてみると47. 4 : 52. 6 となり, 両者の太小関係はi 車ンする。との新 

比率は上関1 5か村にかんするSm ith推計に近い。

しかしながら, 以上の1 , (XX)貫近い推計額を宗教サービス，および軍役等公務サービスの"生産，， 

所得とみなすのは必ずしも適切でないとおもわれる。なぜなら，僧社人の場合,寺社に对して藩主 

から量的には僅かだが給米がなされ，また旧来からの寺社領，朱印地等からの年貢米があったから 

やもる。他方，地下寺，産土神社はもとより一*般に信徒等からの喜捨, お布施,寄進もあったはず 

ザ、，あ免'てす' - ビス生産というのであれば, それこそふさわしいもめである。だがありてV、にいう 

なら, とれらは注進案r消費/ 支出に許上されざる消費支出とみるべきものであるかもしれない。

次にま鄉武士でもるが，寺社の候人 ' . 家来は除くと, 譜こb  (下士），足輕,陪臣のうち位田尻の

—* 23 (729)
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場合) ， 水軍関係の在住者, および陪臣は, それぞれ華府，もしぐは享公先，上司から扶持米の給 

付を受けていたはである。借財がかさみ, 生計羅持のたホ，# 府の許可を受けて城下栽を離れ，

やはり扶持米が藩在鄉生活を.していた, . いわゆる：r在宅諸士J め場合も,’ 量的にはわずかにせよ.：
'■**0

府ょり支給されている0 もっともかれらは「苗姓同命の取扱いJ (f研究要覧j p. 8 0 )を受けていた由

であって. 事実，注進秦のなかにはかれらの飯料を計算しでV、る村ももるが（ただしぢ田尻では計上し 

ていない)，その家人および諸士 • 陪良等在滅武士の家族によって, 農作や木綿纖，寺子屋や針仕事 

など, さまぎまの"生産,，がなされていたことも雄かである。 . ■

また寺社の俗男俗女, 大工，被官等は家事ザーピスその他のサービス生産者で’あり，全体として， 

つまり僧社人, 在鄉武士層にがんしては, 租税からめ振替給付分と.さまざまな自家自給的’その他 

サービス的生産による所得稼得分とを分けて考える必要のあることほ明白でもる。 しかし推計の根

抛デ ' タはない。 ’

そとでまっすこくの試算であるが，折半の想定を設け表を作成した。 t れはk、うなれぱ第3 次

3百約表で"推計" の比重がひときわ高くなっている。まず表 20 ( およぴま！8) との違いをい免ぱ,
. ■ ■ , . ' -

表 2 2 三田尻串制の地域所得勘定（その.3 ) (単位：樂目貫）

A' ボ処分BlHr 8.226 C 消費支出* .- 6,183

T 担 说  2,519 F 振替給付 464

S 瘤金 銀 1;579

B 粗生産（ニA'+T + D) 10,883 D 資本減耗引当 138

G 宰判内 E 宰判外への

粗生産（= B 十E ) 11,794 要參所得支払 ；911

内訳け省略。

' , ■ - ■ 

年貢米の（三田尻; への）遺せ , あるいは (僧社人，在鄉武士からいえぱ) 給せを，イクスプリシット

に表示するため，粗税 ( T ) を左方の生toll]に移し, 右方の支出側に振替給# ( F ) を設けた• ただし 

折半の想定にしたがって, 振替給付は (225 + 702)/2 = 4 6 4 貫とした。他の一*半 (46 4貫）は,消費  

支出に加えた。ぅまり，僧狂人，在鄉武士については貯蓄ゼロとみなしている， ’ . '

なお，この他の一半は租税からの振替えではなく，かれらの自家（サ" ビス) 生産であるから，純 

生廣もしくは所得に加算してある。ただし，総所得 (A )は租税の移しかえにボじて税引きの可処分 

所得 (A ')で表示されていることに注意したすなわちA/== A — T で る が ,\  Aが 46も質:積み增 

しされたので, ！̂示のA 'ほま 20 0  ( A - T + 4 6 4 )になっている。それに応じて，粗生産（Bおよび 

G ) も 464貫だけ增額されている6 

以上の調整によって, 剩余銀 ( S ) は 1,■ 貫‘ま力減額された。A’ に•対するS の比率は19, 2% で 

ある。これは1 次まの29. 8%, 2 次表の26. 3% と比較しうる, 对可姐分所得"貯蓄海" である。われ 

われほいささか剰余銀にこだわり.すぎで, それを故意に減額する方向で"推計，，をしているとの印

*— 一 24(730) 一~： ■



；1 8 4 0年代さ田虎宰判の経済計算(2)

. ■ ' '
象を持つ読者があるかもしれない。 しかし，ためにすえ推計を行うことはもとより，われわれの本 

意ではない。むしろ反対の意因を抱いているのであ.ラて，たとえば僧社人, 在郷武士の自家生産, 

ないしサービス稼得を （ S m ith  a 9 6 9 D よりは〉桂え目に， しカ、もそり消費支出ほ目坏(すなわも貯 

蓄ゼロ）に見積っても，なおか'0 可処分所得の2 0 %程度の ,(純)貯蓄が発生しネナこと考えざるをえな

いということを, 確認しているのである。 、
•

既述のように, これは住居, 家宅への宵投資, 新投資にま出されてい;̂こ可能性がある。そこで再 

度, 実的に住宅投資支出が剰余A の半分を占め.てぃたと考えるこ.とが許されるならば,く生ま的 >資 

本の形成に残るm が充当できたこ.とになる。 主業化当初の資本係数はクズネッツaL968；l .によ 

れ は 4. 6〜6 . 0 とされている。区切りのよいところで，それを5 . 0 とおくと，10/5=2% 程度の俄 

域所得の成長率が"保証" されていたとぃう結論が導ける。

表 ( お よ び ま I 8, 劾は地域所得勘定としては , " 輸出入，，の適切な推計が.なされていないとい 

う欠点のあることは, すでに述べたが， そのはか•に，「収寒されたJ 年貢の地城経済への遺付分が 

十分でないという欠陥をもっている。「郡配当米J そのはかが邀付され,表ねの下にどの程度加算 

ざれたか，さらに御船手倉その他藩建築物等への新投資• 再投資がなされてぃるはずであるが，そ 

れはここで考慮外におかれている。三田腐地域経済の発展ということを考えている以上，これらの 

振替支出分を見積る必要があるのはいうまでもない。われわれゆ他日，藩府の財政支出につぃて検 

射し，また他宰判（たとえぱ，勢み当离など）について本稿と同様の整理• 分折を行って，以上のよ 

うな欠点を補いたいと考えている。それは，いいかえれぱ，幕末期領廣経済の構造と藩府の経済政 

'策を間う; にはかならない。
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